
 

クレームに対する法的処理方法 
― ケーススタディを中心に ― 

 

昭和４５年１２月６日生まれ、早稲田大学法学部卒業、第二東京弁護士会所属。国内大手企業の

クレーマー事案を数多く手がけ、女性の特質を活かしたそのクレーム処理には定評がある。様々な

企業で年間６０回以上のクレーム講演を行う他、実践としても悪質クレーマー、難航クレーマーとの

交渉、裁判を日常的に手掛けている。2016 年 3月光風法律事務所開設。 

 

クレーム処理にあたっては、一般的な物差し、指針（マニュアル）を押さえることが極めて重要です。私はこれまで会社の担当者が匙を投げた難航ク

レーム事件、悪質クレーム事件を１００件以上手掛けて来ましたが、すべてこのセミナーでお話しする指針（マニュアル）で解決に導くことができまし

た。本セミナーでは、この指針（マニュアル）を分かりやくすご説明致します。また、クレーム対応は正解がこれ一つと決まっているものではなく、相手

の属性や会社の歴史や方針、また、顧客単価や会社が取り扱っている製品・サービスの内容等によって、事案ごとに正解というものはおのずと異な

ってきます。そこで、クレームを適切に収束させるためには、マニュアルを習得するだけではなく、担当者が現場力を身につけけることが必須であり、

そのためにはケーススタディ（事例検証）が不可欠となってきます。本セミナーでは、ケーススタディにも重点を置いて、参加者に現場での応用力、実

践力を身につけて頂きたいと考えております。  

講  師 

 

●日 時●  ２０１６年６月２７日（月）１３：３０～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

～ どんなクレームでも必ず収束する対応方法 ～ 

 

 

6/27 

（月） 

１３：３０ 

１．「悪質クレーマー」の見極め方 

 （１）一般通常のクレームと悪質クレームの峻別方法 

 （２）それぞれに対する対応方法 

２．クレーマーに対する初期対応 

 （１）クレーム受付けの際の注意点 

    ・初期段階でやっておくべきこと、やってはいけないこと 

 （２）クレーマーと面談する際の注意点 

    ・法的責任を認めることと謝罪することの違い 

    ・担当者が犯しがちなミス 

３．クレームに対する会社の対応策の決定の指針 

  どうやって会社の方針を定めるか？ 

４．悪質クレーマーとの具体的交渉方法 

 （１）悪質クレーマーに対処する有効な手立て・・・縁切状 

 （２）女性が窓口となって対応する場合の効果及び留意点 

 （３）悪質クレーマーに強い社内体制づくり 

 （４）弁護士にバトンタッチすべきタイミングの見極め方法 

 （５）弁護士に依頼した場合の法的手続きの流れ及びコスト 

５．これまで取り扱ったクレーム事案を基にしたケーススタディ 

（１）詫び状・顛末書の書き方 

   ア 詫び状・顛末書はどういった場合に出すべきか 

   イ 具体的な書き方 

         ・注意すべき文言 

         ・詫び状の書き直しを要求された時の対応 

         ・差出人を部長名にしろ、社長名にしろと要求されたときの対応方法 

           ・・・コミュニケーションツールの選択方法 

（２）縁切状の書き方とその絶大な効用 

     →粗暴ではなく丁寧ではあるものの、異常な頻度でお客様相談センターに 

対して電話を寄こし、長々と商品や接客に対してクレーム・意見を言い 

続ける顧客に対する縁切り状の書き方等 

 （３）精神的疾患が疑われる相手に対する対処方法 

 （４）粗暴ではないが、モグラたたきのように次から次へと要求が出てくる 

クレームに対する対処方法 

 （５）初期対応の重要性と材料集めの方法 

 （６）成功事例と失敗事例の分析 

 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

 

開催にあたって 

161269-0303  クレームに対する法的処理方法 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） 

税込・資料代含 

１７：００ 

クレームに対する法的処理方法 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 

光風法律事務所   代表弁護士  松田恭子 氏 
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